
（別紙様式）

内閣総理大臣

文部科学大臣

厚生労働大臣

基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円 0円 0円 0円 0円

子 ど も 第 １ ７ ２ ７ 号

令 和 4 年 9 月 5 日

北海道知事　　鈴木　直道

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載

令和３年度安心こども基金管理運営要領に基づく事業実施状況報告について

１　基金保有実績

（平成２０年度交付分）

省

別

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

合計額
（ａ）

様

（注１）平成２０年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金設置当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。



基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円 0円 0円 0円 0円

基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円 0円 0円 0円 0円

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載

（平成２１年度交付分）

省

別

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

合計額
（ａ）

（注１）平成２１年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載

（平成２２年度交付分）

省

別

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

合計額
（ａ）

（注１）平成２２年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金設置当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。



基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

現金 76,519円 17円 0円 0円 76,536円

小計額 76,519円 17円 0円 0円 76,536円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

76,519円 17円 0円 0円 76,536円

基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

現金 843,850円 193円 0円 0円 844,043円

小計額 843,850円 193円 0円 0円 844,043円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

843,850円 193円 0円 0円 844,043円

（平成２４年度交付分）

省

別

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

合計額
（ａ）

（注１）平成２４年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金設置当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載

（平成２３年度交付分）

省

別

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

合計額
（ａ）

（注１）平成２３年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載



基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

現金 67,138,231円 15,355円 0円 0円 67,153,586円

小計額 67,138,231円 15,355円 0円 0円 67,153,586円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

67,138,231円 15,355円 0円 0円 67,153,586円

基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円

現金 37,660,251円 8,613円 0円 0円 37,668,864円

小計額 37,660,251円 8,613円 0円 0円 37,668,864円

37,660,251円 8,613円 0円 0円 37,668,864円
合計額
（ａ）

（注１）平成２６年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金設置当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

省

別

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

合計額
（ａ）

（注１）平成２５年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載

（平成２６年度交付分）

省

別

（平成２５年度交付分）



基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円 0円 0円 0円 0円

基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

現金 78,470,699円 17,946円 7,614,000円 0円 70,874,645円

小計額 78,470,699円 17,946円 7,614,000円 0円 70,874,645円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

78,470,699円 17,946円 7,614,000円 0円 70,874,645円

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載

（注１）平成２８年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金設置当初保管額」とすること。

（平成２７年度交付分）

省

別

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

合計額
（ａ）

（注１）平成２７年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金設置当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載

（平成２８年度交付分）

省

別

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

合計額
（ａ）



基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円 0円 0円 0円 0円

基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円 0円 0円 0円 0円

（平成２９年度交付分）

省

別

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

合計額
（ａ）

（注１）平成２９年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金設置当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載

（平成３０年度交付分）

省

別

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

合計額
（ａ）

（注１）平成３０年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金設置当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載



（令和元年度交付分）

基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円 0円 0円 0円 0円

（令和２年度交付分）

基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

現金 756,874,531円 188,717円 697,830,220円 0円 59,233,028円

小計額 756,874,531円 188,717円 697,830,220円 0円 59,233,028円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円

現金 1,163,934,032円 270,199円 148,429,878円 1,015,774,353円

小計額 1,163,934,032円 270,199円 148,429,878円 0円 1,015,774,353円

1,920,808,563円 458,916円 846,260,098円 0円 1,075,007,381円

文
部
科
学
省
関
係

合計額
（ａ）

（注１）令和元年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金設置当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注１）令和２年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金設置当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載

省

別

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

内
閣
府
関
係

合計額
（ａ）

省

別

厚
生
労
働
省
関
係



（令和３年度交付分）

基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

現金 1,365,860,000円 0円 478,000円 1,365,382,000円

小計額 1,365,860,000円 0円 478,000円 0円 1,365,382,000円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

小計額 0円 0円 0円 0円 0円

1,365,860,000円 0円 478,000円 0円 1,365,382,000円

省

別

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

内
閣
府
関
係

合計額
（ａ）

（注１）令和３年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金設置当初保管額」とすること。

（注２）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注３）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載



基 金 の
保 有 区 分

年 度 当 初
保 管 額

運用益繰入額 年度内支出額 要国庫返納額 年度末保管額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） (A+B-C-D)
0円

現金 2,269,263,830円 222,228円 705,922,220円 0円 1,563,563,838円

小計額 2,269,263,830円 222,228円 705,922,220円 0円 1,563,563,838円

0円

現金 37,660,251円 8,613円 0円 0円 37,668,864円

小計額 37,660,251円 8,613円 0円 0円 37,668,864円

0円

現金 1,163,934,032円 270,199円 148,429,878円 0円 1,015,774,353円

小計額 1,163,934,032円 270,199円 148,429,878円 0円 1,015,774,353円

3,470,858,113円 501,040円 854,352,098円 0円 2,617,007,055円

（合計）

省

別

（注５）平成２４年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注６）平成２５年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注７）平成２６年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注８）平成２７年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注９）平成２８年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注１０）平成２９年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注１３）令和２年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注１６）合計額（ａ）は、７の合計額（ｂ）と一致すること。

（注１７）要国庫返納額（Ｄ）には、精算により国庫に返納する場合に記載

（注１４）令和３年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注１５）令和４年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

合計額
（ａ）

（注１２）令和元年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注１）平成２０年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金設置当初保管額」とすること。

（注２）平成２１年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注３）平成２２年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

（注４）平成２３年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。

厚
生
労
働
省
関
係

文
部
科
学
省
関
係

内
閣
府
関
係

（注１１）平成３０年度にあっては、「年度当初保管額」は「基金追加当初保管額」とすること。



平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

12,977,443円 5,578,213円 8,275円 3,564円 3,533円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 18,571,028円

12,977,443円 5,578,213円 8,275円 3,564円 3,533円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 18,571,028円

0円

1,056,287円 487,809円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 1,544,096円

1,056,287円 487,809円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 1,544,096円

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

23,882,658円 15,069,696円 10,128,067円 2,467,814円 1,580,629円 1,464,554円 2,414円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 54,595,832円

23,882,658円 15,069,696円 10,128,067円 2,467,814円 1,580,629円 1,464,554円 2,414円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 54,595,832円

0円

1,395,826円 910,366円 554,261円 236,653円 81,022円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 3,178,128円

1,395,826円 910,366円 554,261円 236,653円 81,022円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 3,178,128円

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

11,182,038円 10,825,944円 3,018,012円 99,397円 96,879円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 25,222,270円

0円 11,182,038円 10,825,944円 3,018,012円 99,397円 96,879円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 25,222,270円

0円

228,129円 222,429円 128,361円 210,261円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 789,180円

0円 228,129円 222,429円 128,361円 210,261円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 789,180円

文

部

科

学

省

関

係

現金

小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（平成２２年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係

現金

小計額

文

部

科

学

省

関

係

現金

小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（平成２１年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係

現金

小計額

２　基金運用実績

文

部

科

学

省

関

係

現金

小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（平成２０年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係

現金

小計額



平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

10,910,763円 6,296,504円 9,799,745円 1,157,214円 179円 58円 49円 64円 77円 92円 17円 28,164,762円

0円 0円 10,910,763円 6,296,504円 9,799,745円 1,157,214円 179円 58円 49円 64円 77円 92円 17円 28,164,762円

0円

493,412円 284,744円 466,420円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 1,244,576円

0円 0円 493,412円 284,744円 466,420円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 1,244,576円

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

5,670,895円 9,289,129円 4,913,040円 509,923円 639円 540円 704円 852円 1,012円 193円 20,386,927円

0円 0円 0円 5,670,895円 9,289,129円 4,913,040円 509,923円 639円 540円 704円 852円 1,012円 193円 20,386,927円

0円

1,147,352円 1,879,404円 1,728,119円 1,001,601円 243,284円 0円 0円 0円 0円 0円 5,999,760円

0円 0円 0円 1,147,352円 1,879,404円 1,728,119円 1,001,601円 243,284円 0円 0円 0円 0円 0円 5,999,760円

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

600,893円 148,410円 50,858円 42,945円 55,975円 67,820円 73,771円 15,355円 1,056,027円

0円 0円 0円 0円 0円 600,893円 148,410円 50,858円 42,945円 55,975円 67,820円 73,771円 15,355円 1,056,027円

0円

115,421円 147,300円 47,573円 0円 0円 0円 0円 0円 310,294円

0円 0円 0円 0円 0円 115,421円 147,300円 47,573円 0円 0円 0円 0円 0円 310,294円

文

部

科

学

省

関

係

現金

小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（平成２５年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係

現金

小計額

文

部

科

学

省

関

係

現金

小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（平成２４年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係

現金

小計額

文

部

科

学

省

関

係

現金

小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（平成２３年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係

現金

小計額



平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

2,997,642円 3,825,419円 994,620円 0円 0円 0円 0円 0円 7,817,681円

0円 0円 0円 0円 0円 2,997,642円 3,825,419円 994,620円 0円 0円 0円 0円 0円 7,817,681円

0円

2,013,479円 2,569,607円 829,890円 274,910円 31,395円 38,039円 45,139円 8,613円 5,811,072円

0円 0円 0円 0円 0円 2,013,479円 2,569,607円 829,890円 274,910円 31,395円 38,039円 45,139円 8,613円 5,811,072円

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

996,076円 704,808円 0円 0円 0円 0円 1,700,884円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 996,076円 704,808円 0円 0円 0円 0円 1,700,884円

0円

0円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

733,021円 678,845円 318,171円 208,839円 17,946円 1,956,822円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 733,021円 678,845円 318,171円 208,839円 17,946円 1,956,822円

0円

0円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

文

部

科

学

省

関

係 小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（平成２８年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係

現金

小計額

文

部

科

学

省

関

係 小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（平成２７年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係

現金

小計額

文

部

科

学

省

関

係

現金

小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（平成２６年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係

現金

小計額



平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

0円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

0円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

0円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

文

部

科

学

省

関

係 小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（令和元年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係 小計額

文

部

科

学

省

関

係 小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（平成３０年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係 小計額

文

部

科

学

省

関

係 小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（平成２９年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係 小計額



平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

188,717円 188,717円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 188,717円 188,717円

0円

0円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

0円

2,962円 270,199円 273,161円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 2,962円 270,199円 273,161円

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

0円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

0円

0円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

内

閣

府

関

係

小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

厚

生

労

働

省

関

係 小計額

文

部

科

学

省

関

係 小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

（令和３年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

文

部

科

学

省

関

係 小計額

内

閣

府

関

係

現金

小計額

（令和２年度交付分）

基金の保有区分
運　用　益

合計額

厚

生

労

働

省

関

係

現金

小計額



平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0円

36,860,101円 31,829,947円 31,873,049円 17,456,789円 20,772,433円 11,230,222円 4,486,345円 2,042,251円 1,481,363円 735,588円 386,920円 283,714円 222,228円 159,660,950円

36,860,101円 31,829,947円 31,873,049円 17,456,789円 20,772,433円 11,230,222円 4,486,345円 2,042,251円 1,481,363円 735,588円 386,920円 283,714円 222,228円 159,660,950円

0円

2,452,113円 1,626,304円 1,270,102円 1,797,110円 2,637,107円 3,857,019円 3,718,508円 1,120,747円 274,910円 31,395円 38,039円 45,139円 8,613円 18,877,106円

2,452,113円 1,626,304円 1,270,102円 1,797,110円 2,637,107円 3,857,019円 3,718,508円 1,120,747円 274,910円 31,395円 38,039円 45,139円 8,613円 18,877,106円

0円

2,962円 270,199円 273,161円

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 2,962円 270,199円 273,161円

内

閣

府

関

係

現金

小計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２）「運用益」欄の「（元号）　　年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。

厚

生

労

働

省

関

係

現金

小計額

文

部

科

学

省

関

係

現金

小計額

（合計）

基金の保有区分
運　用　益

合計額



３　基金の保有割合

４　基金の保有割合の算定根拠

５　基金事業等の目標に対する達成度

６　基金の解散年月日（中止又は廃止も含む）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

① －１　直近年度末の基金額（厚生労働省関係）：　　　　　　 1,563,563,838円
① －２　直近年度末の基金額（文部科学省関係）：　　　　　　　　37,668,864円
① －３　直近年度末の基金額（内閣府関係）　　：　　　　　　 1,015,774,353円
② －１　事業が完了するまでに必要となる補助・補てん額及び管理費
      （厚生労働省関係）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　円
② －２　事業が完了するまでに必要となる補助・補てん額及び管理費
　　　（文部科学省関係）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　円
② －３　事業が完了するまでに必要となる補助・補てん額及び管理費
　　　（内閣府関係）　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　1,015,774,353円
③ －１　厚生労働省関係保有割合（①－１／②－１）：　　（小数点第３位以下四捨五入）
③ －２　文部科学省関係保有割合（①－２／②－２）：　　（小数点第３位以下四捨五入）
③ －３　内閣府関係保有割合（①－３／②－３）　　：　１（小数点第３位以下四捨五入）
① 直近年度末の基金額：　2,617,007,055円
② 事業が完了するまでに必要となる補助・補てん額及び管理費：　　　　　　　円
③ 保有割合（①／②）：　　　　　（※小数第３位以下四捨五入）

（厚生労働省関係）
　保育所等の整備については、国の施設整備方針により、基金による整備又は国交付金
を活用した整備のいずれかとなるため、当該方針は、予算編成の中で決定される状況。
　特定不妊治療については、道におけるこれまでの実績や新制度による拡充等に基づき
助成額を算定しているが、年度末まで対象者からの申請が可能であることから、事前に
正確な額を把握することが困難。
　新たな子育て家庭支援のための基盤整備については、新規事業が多くあるため、市町
村においても事業の実施を検討段階であることが多く、現時点では正確な額を把握する
ことが困難。
　これらのことから、現時点において基金事業が完了するまでに必要となる補助額及び
管理費に関する保有割合の算出はできない状況である。

（文部科学省関係）
　認定こども園の整備については、国の施設整備方針により、基金による整備又は国交
付金を活用した整備のいずれかとなるため、当該方針は、予算編成の中で決定される状
況。

（内閣府関係）
　幼児教育・保育の無償化の実施に当たって必要となる事務等に要する経費について
は、住民基本台帳に基づく人口によって算定された配分額等により執行しており、直近
年度末の基金額を事業が完了するまでに全額執行予定。

　基金条例において、保育所の計画的な整備等の実施及び認定こども園等の新たな保育の需要への対応、
不妊治療への支援、小学校就学前の子どもの教育及び保育に要する費用の無償化に係る事務の円滑な実
施、母子保健及び児童福祉の一体的な相談支援体制の整備等を通じて、子どもを安心して生み育てること
ができる体制の整備を通じて、子どもを安心して生み育てることができる体制の整備を図ることとしてい
ますが、待機児童の解消に至っていないことや、不妊治療が保険適用となるまでの支援及び無償化に係る
事務費等の継続的な補助が必要であること、また母子保健及び児童福祉の一体的な相談支援体制の整備等
が未実施な市町村が多いことから、目標は達成されていないものと評価しています。

（平成２０年度交付分）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

（平成２１年度交付分）



（令和元年度交付分）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

（平成２８年度交付分）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

（平成２９年度交付分）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

（平成３０年度交付分）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

（平成２５年度交付分）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

（平成２６年度交付分）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

（平成２７年度交付分）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

（平成２２年度交付分）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

（平成２３年度交付分）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

（平成２４年度交付分）



（令和４年度交付分）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

（令和２年度交付分）

基　 　金　 　の

（元号）　　年　　月　　日解散・中止・廃止

年     月     日

（令和３年度交付分）



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

７　基金事業に係る経費

（平成20年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業



0

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

0 0 0 0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(1)　認定こども園整備等事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

（平成21年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業



0

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

0 0 0 0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

(1)　認定こども園整備等事業



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

（平成22年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業



0

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

0 0 0 0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

(1)　認定こども園整備等事業



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

（平成23年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業



0

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

76 0 0 0 0 76

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

0

0

76 0 0 0 0 76

0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係 0 0 0

76 0 0 0 0 76

文部科学省関係

厚生労働省関係 76 0 0 0 0 76

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

(1)　認定こども園整備等事業



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

（平成24年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業



0

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

0

844 0 0 0 0 844

844 0 0 0 0 844

0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係 0 0

844 0 0 0 0 844

文部科学省関係

厚生労働省関係 844 0 0 0 0 844

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

(1)　認定こども園整備等事業



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

（平成25年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業



0

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

67,138 15 0 0 0 67,153

0

67,138 15 0 0 0 67,153

15 15 15

文部科学省関係

厚生労働省関係 15 15 15

67,138 15 0 0 0 67,153

文部科学省関係

厚生労働省関係 67,138 15 0 0 0 67,153

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

(1)　認定こども園整備等事業



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

（平成26年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業



37,660 9 0 0 0 37,669

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

0

0

37,660 9 0 0 0 37,669

9 9 9

文部科学省関係 9 9 9

厚生労働省関係

37,660 9 0 0 0 37,669

文部科学省関係 37,660 9 0 0 0 37,669

厚生労働省関係

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

(1)　認定こども園整備等事業



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

（平成27年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業



0

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

0 0 0 0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

(1)　認定こども園整備等事業



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

78,471 18 0 7,614 70,875

7,614

○保育所緊急整備事業 7,614

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

0

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

（平成28年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業



○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

0

0

78,471 18 0 7,614 0 70,875

18 18 18

文部科学省関係

厚生労働省関係 18 18 18

78,471 18 0 7,614 0 70,875

文部科学省関係

厚生労働省関係 78,471 18 7,614 70,875

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

(1)　認定こども園整備等事業



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

（平成29年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業



0

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

0 0 0 0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

(1)　認定こども園整備等事業



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

（平成30年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業



0

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

0 0 0 0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

(1)　認定こども園整備等事業



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

（令和元年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業



0

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

0 0 0 0 0 0

文部科学省関係

厚生労働省関係

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

(1)　認定こども園整備等事業



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業

（令和２年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業



0

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

756,875 189 0 697,830 0 59,234

0

756,875 189 0 697,830 0 59,234

0

1,163,934 271 148,430 0 1,015,775

1,163,934 271 148,430 0 1,015,775

0

1,920,809 460 0 846,260 0 1,075,009

459 460 459

内閣府関係 270 271 270

文部科学省関係

厚生労働省関係 189 189 189

1,920,809 460 0 846,260 0 1,075,009

内閣府関係 1,163,934 271 148,430 0 1,015,775

文部科学省関係

厚生労働省関係 756,875 189 0 697,830 0 59,234

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益

不妊に悩む方への特定治療支援事
業
不妊に悩む方への特定治療支援事
業
(令和３年１月１日以降治療終了

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

(1)　認定こども園整備等事業

１２幼児教育・保育の無償化に係る事
務費等（内閣府関係）

無償化実施のための事務及びシス
テム改修等

多子世帯保育料負担軽減支援



（単位：千円）

年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

0

○保育所緊急整備事業

○小規模保育整備事業

○賃貸物件による保育所整備事
業

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

○放課後児童クラブ設置促進事
業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事業

○家庭的保育者研修事業

○グループ型小規模保育事業

○認可外保育施設運営支援事業

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

○認可化移行総合支援事業

○民有地マッチング事業

○乳児家庭全戸訪問事業

○養育支援訪問事業

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

○子育て短期支援事業

○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業

○へき地保育事業

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

○保育士研修等事業

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

○保育士修学資金貸付事業

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

○保育所等保育士資格取得支援
事業

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

○小規模保育設置促進事業

○小規模保育運営支援事業

(2)　広域的保育所利用事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

（令和３年度交付分）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業



0

○認定こども園整備事業

○幼稚園耐震化促進事業

○認定こども園事業費

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

○戸別訪問による相談支援等

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0

0

248,539 0 0 0 0 248,539

0

0

248,539 0 0 0 0 248,539

0

0

0

0

1,117,321 0 0 478 0 1,116,843

478

(2)　母子保健・児童福祉一体的
    相談支援機関運営事業

(3)　子育て世帯訪問支援臨時特例
    事業

(4)　保護者支援臨時特例事業

(5)　子どもの居場所支援整備事業

(8)　子育て短期支援臨時特例事業

(9)　一時預かり利用者負担軽減
    事業

(10)　特定妊婦等支援整備事業

(11)　特定妊婦等支援臨時特例事
業

(12)　妊婦訪問支援事業

(14)　社会的養護自立支援実態把
握
　　　事業

(6)　子どもの居場所支援臨時特例
    事業

(7)　子育て短期支援整備事業

(13)　社会的養護自立支援整備事
業

多子世帯保育料負担軽減支援

１３新たな子育て家庭支援の基盤を早
急に整備していくための支援

１１その他事業（都道府県事務費）

１２幼児教育・保育の無償化に係る事
務費等（内閣府関係）

無償化実施のための事務及びシス
テム改修等

(1)　認定こども園整備等事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業
(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業
(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業
(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

５　社会的養護の拡充

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

不妊に悩む方への特定治療支援事
業

不妊に悩む方への特定治療支援事
業（不妊治療の保険適用への円滑
な移行支援分）

不妊に悩む方への特定治療支援事
業
(令和３年１月１日以降治療終了

(1)　母子保健・児童福祉一体的
    相談支援機関整備事業

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）



○児童相談所一時保護施設整備
事業

○一時保護専用施設整備事業

○児童相談所一時保護所の生活
向上のための環境改善事業

○一時保護専用施設改修費支援
事業

1,365,860 0 0 956 0 1,365,382

0 0 0

内閣府関係

文部科学省関係

厚生労働省関係 0 0 0

1,365,860 0 0 478 0 1,365,382

内閣府関係

文部科学省関係

厚生労働省関係 1,365,860 0 0 478 0 1,365,382

(15)　児童相談所一時保護所等整
備
      事業

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

小計額

運用益

合計額（ｂ）

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。

（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。









（単位：千円）
年度当初
保管額

運用益
繰入額

区分間流用
増減額

年度内
支出額

要国庫
返納額

年度末
保管額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ A+B+C-D-E

78,471 18 0 7,614 0 70,875

7,614

○保育所緊急整備事業 7,614

○小規模保育整備事業 0

○賃貸物件による保育所整備事
業

0

○子育て支援のための拠点施設
整備事業

0

○放課後児童クラブ設置促進事
業

0

0

0

○家庭的保育改修事業 0

○家庭的保育賃借料補助事業 0

○家庭的保育者研修事業 0

0

○グループ型小規模保育事業 0

○認可外保育施設運営支援事業 0

○地域型保育・子育て支援モデ
ル事業

0

○認可化移行総合支援事業 0

○民有地マッチング事業 0

0

○乳児家庭全戸訪問事業 0

○養育支援訪問事業 0

○ファミリー・サポート・セン
ター事業

0

○子育て短期支援事業 0

○地域子育て支援拠点事業 0

○一時預かり事業 0

○へき地保育事業 0

○子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

0

0

○保育士研修等事業 0

○保育士・保育所支援センター
開設等事業

0

○認可外保育施設保育士資格取
得支援事業

0

○保育士修学資金貸付事業 0

○保育士等処遇改善臨時特例事
業

0

○保育教諭確保のための保育士
資格取得支援事業

0

○幼稚園教諭免許状を有する者
の保育士資格取得支援事業

0

○保育所等保育士資格取得支援
事業

0

0

○電力需給対策に対応した休日
保育特別事業等

0

○電力需給対策に対応した児童
の居場所づくりのための特別事
業

0

0

○認定こども園整備事業 0

○認定こども園事業費 0

0

○小規模保育設置促進事業 0

○小規模保育運営支援事業 0

0

(9)　小規模保育事業

(10)　利用者支援事業

(6)　保育士人材確保等事業

(７)　電力需給対策に対応した特
別事業等

(8)　認定こども園整備等事業

(2)　広域的保育所利用事業

（合計）

区分・事業内容 備考

１　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係を除く）

(1)　保育所等整備事業

(3)　家庭的保育改修等事業

(4)　待機児童解消加速化プラン強
化事業

(5)　子育て支援交付金からの移行
事業



37,660 9 0 0 0 37,669

0

○認定こども園整備事業 0

○幼稚園耐震化促進事業 0

○認定こども園事業費 0

0

○幼児教育の質の向上のための
緊急環境整備

0

○認定こども園等における教育
の質の向上のための研修支援

0

○保育教諭確保のための幼稚園
教諭免許状取得支援事業

0

0 0 0 0 0 0

76 0 0 0 0 76

0

○高等技能訓練促進費 0

○入学支援修了一時金 0

0

0

0

○戸別訪問による相談支援等 0

○就業活動支度の費用について
の支援

0

0

0

0 0 0 0 0 0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,072,552 204 0 697,830 0 374,926

67,138 15 0 0 0 67,153

756,875 189 0 697,830 0 59,234

248,539 0 0 0 0 248,539

844 0 0 0 0 844

1,163,934 271 148,430 0 1,015,775

1,163,934 271 148,430 0 1,015,775

0 0 0 0 0

1,117,321 0 0 478 0 1,116,843

0

0

0

0

0

0

0

0

478

0

0

0

0

0

(4)　保護者支援臨時特例事業

(5)　子どもの居場所支援整備事業

(6)　子どもの居場所支援臨時特例
    事業

(7)　子育て短期支援整備事業

(8)　子育て短期支援臨時特例事業

(9)　一時預かり利用者負担軽減
    事業

(10)　特定妊婦等支援整備事業

(11)　特定妊婦等支援臨時特例事
業

(12)　妊婦訪問支援事業

(13)　社会的養護自立支援整備事
業
(14)　社会的養護自立支援実態把
握
　　　事業

不妊に悩む方への特定治療支援事
業（不妊治療の保険適用への円滑
な移行支援分）

(6)　婦人保護施設等の退所者（Ｄ
Ｖ被害者等）等に対する就業支援
事業

(1)　高等技能訓練促進費等事業

(3)　児童養護施設等の職員の資質
向上のための研修事業

(3)　職業紹介等を行う企業等を活
用したひとり親家庭に対する就業
支援事業

２　保育サービス等の充実
　（文部科学省関係）

５　社会的養護の拡充

(2)　職業訓練を受けるひとり親家
庭に対する託児サービス提供事業

(2)認定こども園等の環境整備等事
業

３　すべての子ども・家庭への支援

４　ひとり親家庭等への支援の拡充

(1)　児童養護施設の退所者等の就
業支援事業

(2)　児童養護施設等の生活向上の
ための環境改善事業

不妊に悩む方への特定治療支援事
業
不妊に悩む方への特定治療支援事
業
(令和３年１月１日以降治療終了

６児童虐待防止対策の強化

７保育所等の複合化・多機能化

８幼稚園等の複合化・多機能化

９子ども・子育て支援新制度に係る電
子システム構築等

１０不妊に悩む方への特定治療支援事
業の充実

１１その他事業（都道府県事務費）

１３新たな子育て家庭支援の基盤を早
急に整備していくための支援

(1)　母子保健・児童福祉一体的
    相談支援機関整備事業

(2)　母子保健・児童福祉一体的
    相談支援機関運営事業

(3)　子育て世帯訪問支援臨時特例
    事業

(1)　認定こども園整備等事業

(4)　就業・社会活動困難者への戸
別訪問事業

(5)　ひとり親家庭等の在宅就業支
援事業

無償化実施のための事務及びシス
テム改修等

１２幼児教育・保育の無償化に係る事
務費等（内閣府関係）

多子世帯保育料負担軽減支援



0

○児童相談所一時保護施設整備
事業

0

○一時保護専用施設整備事業 0

○児童相談所一時保護所の生活
向上のための環境改善事業

0

○一時保護専用施設改修費支援
事業

0

5,707,344 977 0 1,716,318 0 4,007,709

501 502 501

内閣府関係 270 271 270

文部科学省関係 9 9 9

厚生労働省関係 222 222 222

3,470,858 502 0 854,352 0 2,617,008

内閣府関係 1,163,934 271 148,430 0 1,015,775

文部科学省関係 37,660 9 0 0 0 37,669

厚生労働省関係 2,269,264 222 0 705,922 0 1,563,564

(15)　児童相談所一時保護所等整
備
      事業

※運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。

合計額（ｂ）

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。
（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。
（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること。
（注４）要国庫返納額には、精算により国庫に返納する場合に記載すること。

小計額

運用益



８　事業実施状況

〔保育サービス等の充実〕
（１）保育所等整備事業

①　保育所等緊急整備事業

ア　保育所緊急整備事業

（注）「保育所数」には、安心こども基金により、年度中に施設整備を完了した保育所数の合計を整
　　備区分ごとに記入すること。
　　　「うち分園数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、分園数を記入すること。
　　　「うち認定こども園数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、幼保連携型認定こど
　　も園を構成する保育所数を記入すること。
　　　「うち地域の余裕スペース数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、地域の余裕ス
　　ペースを活用した保育所数を記入すること。
　　　「増員数」には、施設整備を行った保育所の整備前後の定員数の合計の差を記入すること。
　　　増員数の「うち地域の余裕スペース数」には、内数として地域の余裕スペースを活用した場合
　　の定員数の合計の差を記入すること。

整備前定員数(A)

整備後定員数(B)

うち地域の余裕
スペース数

増員数(B－A)<人>

うち認定こども園数

うち分園数

うち地域の余裕
スペース数

合計

保育所数<か所> 1

整備区分 創設 増築 増改築 改築
大規模
修繕等



〔不妊に悩む方への特定治療支援事業の充実（令和３年１月１日以降治療終了分）〕

c 指定医療機関旅費 か所 千円

小　計 － 5,357千円

小　計 6,398件 692,473千円

事
務
費

a 定額分 － 4,493千円

b 登録管理 3,433組 864千円

116,726千円

c 特定不妊治療（C,F除く）
　※ 男性不妊治療含む

149件 7,413千円

d 特定不妊治療（C,F） 件 千円

合　計 － 395,722千円

合　　計

助
成
費

a 特定不妊治療（C,F除く）
　※ 男性不妊治療含む

3,947件 568,334千円

b 特定不妊治療（C,F） 2,302件

合　計 － 697,830千円

千円

b 登録管理 組 千円

c 指定医療機関旅費 か所 千円

小　計 － 5,357千円

小　計 3,643件 390,365千円

事
務
費

a 定額分 － 4,493千円

b 登録管理 3,433組 864千円

64,950千円

c 特定不妊治療（C,F除く）
　※ 男性不妊治療含む

149件 7,413千円

d 特定不妊治療（C,F） 件 千円

延べ組数等 助成額

都道府県

助
成
費

a 特定不妊治療（C,F除く）
　※ 男性不妊治療含む

1,767件 250,332千円

b 特定不妊治療（C,F） 988件

合　計 － 302,108千円

管内指定都市・
中核市計

助
成
費

a 特定不妊治療（C,F除く）
　※ 男性不妊治療含む

2,180件 318,002千円

b 特定不妊治療（C,F） 1,314件

c 指定医療機関旅費 か所 千円

小　計 － 千円

小　計 2,755件 302,108千円

事
務
費

a 定額分 －

51,776千円

c 特定不妊治療（C,F除く）
　※ 男性不妊治療含む

件 千円

d 特定不妊治療（C,F） 件 千円



〔幼児教育・保育の無償化に係る事務費等〕

（１）別添２８の２の（１）の①の場合

帯広市 2,223,000

22,085,000 報酬、給与、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料、職員手当等、共済費
旭川市

-1,899,000 令和２年度分返還金

士幌町 670,000 会計年度パート報酬・職員手当・共済費分

足寄町 2,095,000 会計年度任用職員報酬、需用費（燃料費、光熱水費）複写機使用料

釧路市 23,916,000 超過勤務手当、賃金、コピー機トナー代、事務用品購入、印刷費、パソコンリース、書類保管用書棚リース

釧路町 184,000 職員超過勤務手当、消耗品費

士別市 1,166,000 報酬、職員手当等、共済費、需要費、役務費、使用料及び賃借料


名寄市 300,000 時間外手当

富良野市 2,421,000 需用費、委託料

中富良野町 521,000 一般事務職員報酬

稚内市 4,389,000 報酬、旅費、需用費、役務費

美唄市 840,000 超過勤務手当、コピー用紙等消耗品、郵便料

芦別市 405,000 超過勤務手当、コピー用紙等消耗品、郵便料

砂川市 1,141,000 超過勤務手当、消耗品、郵便料、委託料、備品購入

栗山町 992,000 超過勤務手当、消耗品

札幌市 70,061,000 印刷費、職員時間外手当委託費、役務費（郵送料）

消耗品費、報酬及び共済費等

需用費（ゴム印等）

室蘭市 3,406,000 超過勤務手当、報酬

登別市 615,000 無償化事務に係る会計年度任用職員の人件費

函館市 8,193,000 報酬、職員手当等、共済費、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料、備品購入費

森町 332,000 職員手当等（職員超過勤務手当）、需用費（消耗品費）

八雲町 108,000 職員手当等（時間外勤務手当）、需用費（消耗品費）、需用費（印刷製本費）、役務費（運搬料）

合　　　計 148,429,878

（注）欄に不足がある場合は、適宜行を追加して記入すること。
　  主な経費の使用内訳については、参考となる資料を別添として添付することとしても
  差し支えない。

自治体名 支出額 主な経費の使用内訳

千歳市 2,486,000 時間外、会計年度職員給与等、需用費、役務費（郵送料）、委託費

石狩市 150,000 会計年度職員給与等

新篠津村 10,000

北海道 1,619,878 報酬、職員手当、需用費、使用料、共済費



〔新たな子育て家庭の基盤を早急に整備していくための支援〕
（９）一時預かり利用者負担軽減事業

①　実施市町村数及び助成額

②　対象者別の内訳

９　添付資料
（１）当該年度の歳入歳出決算（見込）書抄本

（２）その他参考となる資料

④
別添37の２（４）エに定める対象者（要支援児童等の
いる世帯）

14 人

②
別添37の２（４）イに定める対象者（住民税非課税世
帯）

679 人

③
別添37の２（４）ウに定める対象者（年収360万円未
満相当世帯）

0 人

助成額 478 千円

対象者別内訳 年間延べ利用児童数

① 別添37の２（４）アに定める対象者（生活保護世帯） 281 人

実施市町村数 3 市町村



別添様式

単位：千円

新規採択の終了予
定時期

採択事業の最終的
な終了予定時期

基金の解散予定時
期

基金事業等の目標

給付対象となる事務又は事業
の採択に当たっての申請方
法、申請期限、審査基準、審
査体制

※左記事項に係るURLを貼り付け

基金事業等に係る運営及び管理に関する基本事項の公表について
（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令225号）第４条第２項第１号に基づく公表）

基金の名称

基金設置法人名

（●●●●●●●所管）

基金事業等の概要

基金事業等を
終了する時期

（元号）●●年度末

（元号）●●年度末

（元号）●●年●月末

基金の額

今回造成額 千円

造成完了時における残高 千円

（うち国費総当額）

今回造成額 千円

造成完了時における残高 千円



交付決定月交付決定月 交付決定月交付決定月

その他の事項


